常備救急用品、薬品

　産業医　櫻澤　博文
Ⅰ　はじめに
1、 紙による切創を始めとした外傷対応も可能にしました。
2、 服薬では作用の強さよりも副作用の極力少ないものを基準に選びました。

3、 消費期限を守り、常に良好な衛生状態で使用していただくために、個包装のものを採用しました。

4、 救助者の感染防止への配慮を行いました。

5、 法的根拠を示しました。

Ⅱ　救急用品

1、担架


2、救急箱


3、ポケットマスク

4、ビニール手袋

5、ピンセット


6、はさみ

7、体温計


8、三角巾


9、包帯

10、眼帯




11、ばんそうこう


12、滅菌ガーゼ


13、サージカルテープ


14、脱脂綿


15、綿棒


16、膿盆、破棄用汚物捨て、並びに破棄先確保　

17、あると便利なもの

　　　　パルスオキシメーター　1個　19,530円程度
http://item.rakuten.co.jp/shopdeclinic/10015990/

備考；

　1；安衛則第634条

　2；担架以外の全ての薬品、用品が収納できるもの

3；救急蘇生時に救助者の感染予防を目的とする　　\300/個程度

　4；応急手当を施す者、血液や体液等の汚物の清掃を行う者の感染予防

　5；安衛則第634条

　8；骨折箇所の固定、止血、キズの保護に

　9；安衛則第634条

　12、14、15；滅菌個包装が望ましい

　15；軟膏塗布時に使用する(指で直接取るのと不潔なので)

Ⅲ　外用薬

1、局方消毒用アルコール


2、創部消毒薬

3、抗生剤軟膏
4、かゆみ止め軟膏
5、湿布薬
備考

　共通；できるだけ少量のものを採用　　5に関しては開封後、保存可能期間は約６ヶ月

1；はさみやピンセット、体温計の消毒、キズのない皮膚の消毒(処置前後の手指の消毒)

　　血液、体液で汚れた場所の消毒

2；塩化ベンザトニウム等が主成分の物を

　　塩化ベンザトニウムは無色透明で、後に受診した際に医師の診察の邪魔にならない。刺激が少ない

　　商品例＞マキロンS(第一三共)

3；創傷部の感染予防

　　商品例＞ドルマイシン軟膏(ゼリア新薬)

5；虫刺され、かぶれなどに

　　商品例＞オイラックスA(第一三共)

6；打撲、捻挫、肩こり、筋肉痛等に　

　　冷湿布（各社）
　　
Ⅳ　内服薬


1、胃腸薬


2、整腸薬


3、感冒薬

4、解熱・鎮痛薬




備考

共通；個包装の散剤、カプセルをできるだけ、少量ずつ購入

　　　瓶入り錠材は開封後6ヶ月が限度、個包装であれば、2-3年は保存可能

1；制酸剤、Ｈ2ブロッカーを含まないものを

商品例＞大正漢方胃腸薬(大正)
2；下痢、便秘、腹部膨満感に

乳酸菌製剤が適当

正露丸の代替として採用

商品例＞新ビオフェルミンＳ錠・分包品(ビオフェルミン製薬)

3；インフルエンザにも有効である　強力な漢方薬が、OTC化されています。
催眠作用はないか、あるいは極力少なく、カフェインも含まれていません。

食間（空腹時）使用が原則

　　商品例＞葛根湯（各社）、麻黄湯（各社）、

4；アセトアミノフェン単剤の製品を

副作用が少ないからです。

商品例＞タイレノールA(J＆J)

　

Ⅴ　救急用品、薬品管理マニュアル

1、各職場で救急用品、薬品管理者を決める。衛生管理者の兼務がのぞましい。

2、担架以外の物品は全て、救急箱内に収める。

3、救急用品、薬品リストを作成、保管

　　定期的に点検を行い(月1回くらいが目安か？)遅滞無く、補充を行う。

　　物品リストには品目、購入日、使用期限、開封日、開封後使用期限、点検日時、点検結果を残す

4、使用毎に上記リストに日付、使用者名(所属)、使用用品、薬品名を残す

5、救急箱はできるだけ直射日光のあたらないところに保管し、保管場所を明示、周知

保管場所はできれば、各所で一定にするべきである。
6、応急処置マニュアルを作成。いっしょに保存する。

7、産業医は巡視時に運用状況を確認。随時、応急処置についても指導する。

Ⅵ　参考；法的根拠

労働安全衛生規則 第九章 救急用具
（救急用具）
第六百三十三条  事業者は、負傷者の手当に必要な救急用具及び材料を備え、その備付け場所及び使用方
  法を労働者に周知させなければならない。
２  事業者は、前項の救急用具並びに材料を常時清潔に保たなければならない。
（救急用具の内容）
第六百三十四条 事業者は、前条第一項の救急用具及び材料として、少なくとも、次の品目を備えなけれ
  ばならない。
  一  ほう帯材料、ピンセツト及び消毒薬
  二  高熱物体を取り扱う作業場その他火傷のおそれのある作業場については、火傷薬
  三  重傷者を生ずるおそれのある作業場については、止血帯、副木、担架等
事務所衛生基準規則 第五章 救急用具（第二十三条）
 （救急用具）
第二十三条  事業者は、負傷者の手当てに必要な救急用具及び材料を備え、その備付け場所及び使用方法
  を労働者に周知させなければならない。
２  事業者は、前項の救急用具及び材料を常時清潔に保たなければならない。
